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ネット時代における書店の役割と経営に関する研究 

1210444 小倉 匠海 

高知工科大学 経済マネジメント学群 

 

１．要約 

 本研究では、ネット時代において、リアル書店が今後

どのように役割・経営を変化させていくのかということ

に着目し、リアル書店の存在意義や経営戦略、さらに、

消費者が今後書店に求める役割について研究・考察し

た。その結果、書店は、消費者の知覚リスクの解消とい

う点で必要であることが分かった。また、書籍の販売方

法として、書店、電子書籍、通信販売の３チャネルを並

行して上手く使い分けることが有効であると考察した。

さらに、書店は今後、ターゲットとする年齢層の絞込み

や専門性の向上によって、必然的にコミュニティの場に

なると考えられる。 

２．背景 

 近年の書籍市場では、ネット時代の到来・推進によっ

て電子書籍や通信販売が普及し、それに伴って、書店の

今後の存続が危ぶまれている。電子書籍の普及によっ

て、小説・漫画・雑誌・新聞に至るまで、スマホ等の端

末で読むことが可能になり、紙と電子の出版市場は、図

１に示すように、紙の出版市場は 2015 年の 15,220 億円

から 2019 年には 12,360 億円と縮小傾向にあるのに対

し、電子出版市場は 2015 年の 1,502 億円から 2019 年に

は 3,072 億円とおよそ倍程度に拡大している。 

 また、ネット販売の普及によって、わざわざ書店に足

を運ばなくても、ネット環境さえあればいつでもどこで

も書籍を購入できるようになった。図 2から分かるよう

に、出版物購買額全体を 1とした時、経由別の構成比を

見ると、リアル書店経由の購買額は減少し、インターネ

ット経由の購買額は増加している。 

 こうした現状に加えて、電子書籍市場では、Amazon 

Kindle Unlimited や楽天マガジンといった定額で本が読

み放題というサブスクリプションサービスが現れ、通信

販売市場では、Amazon の「プレミアム会員限定の即日配

送無料」や、ヤマト運輸が行っている、「一部の宅配会社

からの商品受け取りを宅配便ロッカーで受け取ることが

できる PUDO ステーションといったサービス」など、ネッ

ト通販での購入をする際のデメリットを解消するサービ

スも現れてきている。 

 

図１．紙と電子の出版市場合計[１] 

 

 

図２．出版物購買額(経由別、構成比)[２] 
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 現在はこのような状況ではあるが、今後、紙書籍は無

くなり書店のリアル店舗も無くなってしまうかと考える

と、疑問が残る人も多いだろう。また、仮に今後書店が

存続していくとした場合、今までと同じように、単に書

籍を店に陳列しているだけでは通信販売や電子書籍に対

する書店の不利な状況を打破できないのは明白である。 

 そこで、本研究では、ネット時代に対する書店の今後

の役割と経営戦略を研究するにあたって、以下の 3つの

仮説を設定した。 

仮説 1：書店の需要は無くならない。 

仮説２：書籍の分類ごとに、力を入れるチャネルが変わ

る。 

仮説３：書店は「場」を提供するツールになる。 

 これらの仮説を検証していき、本研究では、書籍販売

の電子化に対する書店の今後の経営戦略を予測・提案

し、書店の今後の役割の変化を考察した。 

３．研究方法 

 初めに、便利な電子書籍が普及する中での紙書籍の存

在意義を確認し、更に、紙書籍を通信販売ではなくリア

ル店舗で購入する必要性を確認するため事例研究を行っ

た。書籍市場と同じようにネットの普及と電子化によっ

て市場が左右されている事例として、音楽産業とアパレ

ル産業を挙げ、それらの事例研究と書籍市場の調査を並

行して行うことで、仮説１を検証した。 

 次に、今後存在し続けていくと予想されるリアル書店

での今後の販売方法（書店の経営戦略）について予測・

提案するため、先行研究の調査と過去のデータ調査を行

い、仮説２を検証した。読む上で記憶・理解が必要な学

習系・ビジネス書などの教養に関する書籍は、電子書籍

と紙書籍のそれぞれの表示媒体の違いによって現れる消

費者への影響の違いについて先行研究の調査を行い、そ

の上で有効な販売方法を検討した。娯楽要素の多いコミ

ックや文芸書については、電子書籍市場の内訳を調べる

ことで、消費者の購入方法の現状に沿った有効な販売方

法を検討した。 

 最後に、仮説３に挙げた書店の今後の役割について立

証する為に、事例研究として TSUTAYA が現在行なってい

る戦略をカルチュア・コンビニエンス・クラブ（以降

CCC）の増田社長の本により調査し、さらに、並行して年

齢層別の書籍の消費率の違い等の調査研究を行なうこと

で、書店は必然的にコミュニティの場になり得るだろう

という流れで検証した。 

４．結果 

 事例研究の対象として、書籍と同様に快楽的属性を有

し、ネットの普及・電子化によって市場が左右されてい

る音楽業界とアパレル産業を挙げた。 

まず初めに、それぞれの商品の価値はモノそのものに

あるのか、もしくは、商品の中の情報にあるのかを示す

ために、各業界が現在行っている販売チャネルの使い分

けと、そこから分かる価値の所在についての表を筆者な

りに作成した。 

音楽：CD ショップ(レコード店)は激減し、音楽ソフトの

生産量も減少している。音楽の消費者は、そのほ

とんどがパソコンや携帯端末を利用している。 

服：服のデジタル化は不可能。リアル店舗 or 通信販売の

どちらかでの購入という選択肢のみ。 

書籍：実物の需要は減ってはいるものの一定の需要があ

り、購入方法としてはリアル店舗・通信販売のど

ちらでも可能。さらに、電子書籍の登場によっ

て、デジタルでの消費も可能に。 

これらの考察から、以下のような表を作成した。 

 

表１．音楽・服・書籍の商品の価値 

店の形態 リアル店 通信販売 価値の

所在 商品形態 リアル (デジ

タル) 

リアル デジタ

ル 

ジ

ャ

ン

ル 

音楽 ▲ ○ ▲ ● データ 

服 ● ― ● ― モノ 

書籍 ● ○ ● ● モノ＋

データ 

●：当てはまる   ○：今後出来る可能性がある 

▲：衰退している  －：当てはまらない 

 

 この表から、各ジャンルの価値の所在は、音楽→デー

タ、服→モノ、書籍→モノ＋データにあることが分か

る。 
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４-１．電子書籍に対する紙書籍の存在意義 

 ここで、表１の音楽と書籍の価値の所在を見比べた

時、音楽はデータだけに価値があるのに対し、書籍はモ

ノとデータの両方に価値があることが分かる。そこで、

「音楽と書籍の市場の動向」と「音楽と書籍の違い」に

ついて調査することで、紙書籍の有用性を検証した。 

 図３に示すように、音楽ソフトの生産数は、1997 年の

4億 8,017 万枚をピークに減少を続け、2019 年には 1億

8,067 万枚にまで減少している[３]。一方、書籍の販売部

数は、1988 年の 9億 4,379 万冊をピークに減少し始めた

が、その後一時増加傾向になり、1996 年に 9億 1,531 万

冊まで増加したが、その後は多少の増加はありつつも減

少を続け、2019 年には 5億 7,129 万冊にまで減少してい

る[４]。この現象と、各業界の電子化に何か関係がある

か否か検証するため、それぞれの電子化の起源を調査し

た。音楽に関しては、1996 年に携帯電話や PHS の着信音

を音楽風メロディーに変換する「着メロ」が開始し、こ

のサービスが、「携帯端末で音楽データをダウンロードす

る」という文化が始まったと考えられる。書籍業界で

は、1995 年に日本初のネット上で電子書籍の提供を行う

「電子書店パピレス」が開始し、ネット環境さえあれば

電子書籍を購読できるようになった。

 

図３.書籍の販売部数と音楽ソフト生産数の推移 

 これらの情報を掛け合わせると、それぞれの推移は、

電子化の起源の時期を境に、著しく低下していることが

分かる。このことから、音楽と書籍の価値の所在は「モ

ノ→データ」の方向に移行していると考えられる。しか

し、各業界の電子化開始後のピークから現在までの低下

率を計算してみると、音楽はピーク時比で約 62.4％減

（図３中の①の幅）だが、書籍は約 37.6％減（図３中の

②の幅）と、書籍の方が価値の所在がモノからデータへ

移行することに何らかの抵抗があるように感じられる。 

 では、そもそも「音楽」と「書籍」の根本的な違いは

何か。それは、「耳で聴く」ことと「目で見る」というこ

とである。そこで、人間の視覚と聴覚によるそれぞれの

情報収集の違いに関する先行研究を調査した。NHK 放送科

学基礎研究所の樋渡涓二（1992）は、「視覚と聴覚はどう

違うか」[５]という研究の中で、画像システムと音響シ

ステムの品質を決めている物理要因と心理要因について

述べている。表２は、実線部が画像システムの品質決定

における物理要因と心理要因（視覚）、破線部が音響シス

テムの品質決定における物理要因と心理要因（聴覚）を

表している。この表から、画像と音響それぞれの品質決

定要因の欄数をみても一目瞭然であるが、視覚の方がシ

ステムの品質を決める際の要因の項目が多く、聴覚によ

る判断より情報量が多いことが分かる。その内容を見て

も、音響の質は、音の大きさや高さ、リズムの違いとい

った程度でしか判断されないが、画像の質は、明るさや

色相・彩度、画面の大きさ、文字の明視性・可読性・読

み易さなど、多くの情報を基に品質を決定している。こ

れを音楽と書籍に当てはめて考えると、音楽は「データ

の記憶媒体に依存しない」のに対し、書籍は「データの

出力媒体に依存する」ことが分かる。つまり、音楽は CD

に記憶させて聴こうがケータイに保存して聴こうが、そ

の品質に変わりはないが、書籍は何を使って読むかが重

要であるということが考えられる。 
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表２．画質要因と音質要因[５] 

（a）画像―視覚 

 

（b）音響―聴覚 

 

 

 そこで、出力媒体の違いによって読書をする際の読者

に与える影響がどう異なるのかを調べるため、電子書籍

と紙書籍の違いについての先行研究の調査を行なった。

Nielsen,Jakob（2010）[６]は、短編小説の「読み速度」

と「満足度」を紙書籍、iPad、Kindle、PC の４媒体ごと

に比較を行った。その結果、満足度はどれも同等であっ

たが、読む速度は紙書籍が優勢であることが分かった。

また、中津ら（1998）[７]の研究では、CD-ROM 版電子ブ

ックと紙媒体で「理解度」「記憶率」を比較したところ、

平易な内容では有意な差は無かったが、難解な内容であ

れば、紙媒体の方が再生率が高いことが示されている。

つまり、書籍を読む際、どの媒体で読むかによって差異

が生じ、特に「読む速度」「理解度」「記憶率」において

は、電子媒体よりも紙媒体の方が有意であることが分か

った。（紙書籍と電子書籍が読者に与える影響の違いにつ

いては４-３にて詳しく述べる。） 

 以上のことから、電子書籍が普及してきている現代で

も、紙書籍は存続し得ることが立証された。 

４-２．通信販売に対するリアル店舗の存在意義 

 4-1 では、紙書籍が今後も存続していくという結果が得

られた。では、その物理的な「モノ」を購入するチャネ

ルとして、リアル店舗と通信販売が挙げられるが、ネッ

トが普及しいつでもどこでも購入できる便利な通信販売

の需要が高まる中で、リアル店舗の存在意義とは何なの

だろうか。そこで、表１に示した、リアル商品の販売を

リアル店舗と通信販売の両方で行っているアパレル業界

について事例研究と先行研究の調査を行うことで、リア

ル店舗の存在意義と、通信販売との違いについて考察し

た。 

 図４は、国内におけるアパレル業界の売上高トップ２

の企業である、「ユニクロ（ファーストリテイリング）

[８]」と「しまむら[９]」の店舗数の推移を示したもの

である。

 

図４.ユニクロとしまむらの店舗数推移 

 

このグラフに示すように、通信販売を代表する Amazon だ

けでなく ZOZOTOWN 等のファッションサイトが普及する中

で、店舗数は上昇傾向にある。このデータから、服の購

入において、リアル店舗の存在は欠かせないものである

ことが予測される。その根拠を示すため、アパレル店で

の消費者の購買行動についての先行研究を調査した。Lee 

Hyun-Hwa ら（2008）[10]の研究によると、ネット通販等
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の通信販売でのアパレル商品の購買では、消費者は、サ

イズ、素材感、実際の色等の実物確認が出来ず、心理的

な知覚リスク等を認識できないため、今後は通信販売で

の購買よりもリアル店舗での購買が主となっていくと考

察されている。また、Schoenbachler Denis ら（2002）

[11]によると、「知覚リスクは情報探索と購買チャネルの

使い分けの動機となる」つまり、マルチチャネルショッ

パー（複数のチャネルを利用して購買を行う消費者）の

行動には、知覚リスクが軸になっていることが示されて

いる。これらの研究から、リアル店舗の存在は、消費者

の心理的な知覚リスクの解消に繋がることが分かった。

つまり、この「消費者の知覚リスクの解消」という点

が、リアル店舗の必要性を唱える根拠となり得るのであ

る。 

では、以上を書籍に置き換えて考察する。書店では、

ほとんどの書籍が包装されることなく全ページ試し読み

できるため、サイズなどだけではなく、「本の内容」とい

う書籍において重要な情報を購入前に確認できる。その

ため、消費者の知覚リスクの解消という観点から、書籍

の販売においてもリアル店舗は必要であり、今後もその

数がゼロになることはないと考えられる。 

４-３．書籍の今後の販売方法 

 これまで、書店が今後も存続し得るか否かを考察し、

「リアル書店の需要はなくならない」という結論に至っ

たが、やはり、リアル店舗だけの経営でこのネット社会

を生き抜くのは困難であると考えられる。後述するが、

書店の代表格とも言える TSUTAYA の増田社長も、「最終的

には、リアル店舗の世界においても、ネットサービスを

運営する企業が生き残ってく」と述べており、実際に多

くの企業がそれを実践している（図５）。

       

図５．リアル書店×電子書店の連携サービス[12] 

そこで、「書店・電子書店・通信販売を並行して行う」

ことを前提とした上で、筆者なりの予測として、書籍の

分類ごとによって販売チャネルを効率よく使い分ける販

売方法を考えた。具体的には、書籍を扱う店は、リアル

店舗、ネット通販、電子書籍店を同時展開し、「コミック

や文芸書は電子書籍をメインとした売り方」、「学習系・

教養系の本は紙書籍をメインとした売り方」というシス

テムである。このシステムの有用性を立証するために、

先行・調査研究を行なった。 

 小林亮ら（2012）[13]は、電子書籍と紙媒体における

学習能力の差を測定することで、タブレット端末と紙媒

体では文章理解や記憶のしやすさに差があることを立証

している。実験方法は以下の通りである。 

 

実験計画は２水準×２水準の２要因計画とした。 

独立変数：①表示媒体（２水準：iPad、紙） 

②文章タイプ（２水準：文学的文章、説明的文

章） 

従属変数：読み速度、記憶テスト成績、理解テスト成績 

被験者：首都圏及び地方の国私立大学５校の学部生及び

大学院生 36 名（男性 18 名、女性 18 名、平均年

齢 21.4 歳）を対象とした。 

実験の流れ：読書①→理解テスト・記憶テスト①→読書

②→記憶テスト・理解テスト②→主観評価 

読み速度の定義：課題文の読みを開始してから読み終わ

るまでの時間を計測し、かかった時間

と読んだ文字数から、読み速度を「文

字数／分」として算出した。 

記憶テストの概要 

逐語的記憶テスト：文章中の空所補充等の記述問題 

設問８問、各問１点、余分な語が付加された解答には 0.5

点を与える 

理解テストの概要 

形式：正誤判定 

設問１０問、各問１点 

 

以上の実験から以下の結果が得られた。 
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(a) 読み速度 

 

(b)記憶テストの平均正答率 

 

 

(c)理解テストの平均正答率 

 

図６．実験テストの結果 

まず、読み速度においては、図６（a）に示すように、

随筆文では紙媒体の方が速く、説明文では電子媒体の方

が速く読めることが分かった。 

 次に、記憶テストにおいては、図６（b）に示すよう

に、随筆文では電子媒体の方が正答率が高く、説明文で

は圧倒的に紙媒体の方が正答率が高いことが分かった。 

次に、理解テストにおいては、図６（c）に示すよう

に、随筆文・説明文のどちらも紙媒体の方が正答率が高

いことが分かった。 

これらの分析結果をまとめると以下の表３のようにな

る。 

 

表３．実験テストによる分析結果のまとめ 

 読む速度 記憶率 理解度 

説明的文章 iPad 紙媒体 紙媒体 

文学的文章 紙媒体 iPad 紙媒体 

 

 ここで、説明的文章に着目すると、説明的文章を読む

際の記憶率と理解度においては、どちらも紙媒体の方が

有意であることが分かる。つまり、学習系の教材やビジ

ネス書などの教養に関する書籍を読む際は、電子書籍で

読むよりも紙書籍で読んだ方が有効的に学べることが分

かる。さらに、この結果に加えて、4-2 で述べた、「知覚

リスクの解消」というリアル店舗の有意性を説明的文章

の本について考察した。学習系の教材に関しては、勉強

をするために購入するのだから、内容の分かりやすさや

読みやすさなど、学習するうえでの使い勝手の良さとい

うものは購入する前に検討したいものである。同様に、

ビジネス書なども、学びを得ることを目的とされている

ため、実際に試し読みができ、購入前にいくつかの本の

中から検討できる形が望ましい。 

以上の小林らの研究とリアル店舗の有意性を掛け合わ

せて考えると、学習系教材・ビジネス書などの教養に関

する書籍は、店舗に一定の在庫を揃え、顧客がいくつか

の種類の中から選択して購入できるようにするべきであ

ると考える。 

では、文学的文章である文芸書や、学習要素の少ない

コミックといった書籍はどうすべきか。これらの書籍
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は、読者にとって「ストーリー・絵などの内容の面白

さ」が重要なため、比較的快楽的属性が強いと考えられ

る。前述した Nielsen,Jakob（2010）[６]の研究で行なっ

た紙書籍、iPad、Kindle、PC の４媒体の比較では、満足

度はどれも同等であるという結果が得られている。つま

り、快楽的属性の強い書籍は、そこから得られる満足度

が重視されるため、どの媒体で読むかは読者の好みに左

右されると考えられる。また、図７は電子書籍市場の内

訳とその推移を表したものである。ここに示すように、

電子書籍市場の内訳はコミックがおよそ９割を占めてお

り、コミックの独占状態にあると言える。 

 

図７．電子書籍市場の内訳と推移[13] 

 

 以上のことから、コミックや文芸書は、店舗に在庫を

多く抱えないようにし、新刊やオススメ本を中心に陳列

する、つまり、リアル店舗を広告媒体として利用し、電

子書籍メインの販売方法を行なうことが有効であると考

えた。 

 以上のように、書店は今後、リアル店舗・電子書店・

通信販売の三つのチャネルを統合して活用、つまり、オ

ムニチャネル化を大前提として行うことが重要であるこ

とが分かった。具体的には、書店は今後、書籍の分類ご

とに、それぞれに適したチャネルを活用するという方法

で販売を行うのでないかと予測した。 

 

 

４－４．書店の今後の役割 

 書店は元々、「本を購入する為の場所」であったが、そ

の考えは変わりつつある。例えば、蔦屋書店などに見ら

れるカフェの併設によって、本を購入せず、席に座って

読書をしたり友人と話しをしたりしながらドリンクを飲

んでいる姿がよく見られる。つまり、書店は書籍を購入

する場所だけでなく、空間を味わうための場所にもなっ

ているのである。近年、この「書店の雰囲気」を顧客に

味わい楽しんでもらうような工夫が、様々な企業で行な

われている。 

そこで、書店の今後の役割として、「書店は『場』を提

供するツールになる」という仮説を立て、それを検証し

ていくために、現在の書店の代表格である TYUTAYA の事

例研究を行うとともに、今後書店に足を運ぶようになる

のはどの世代なのかを考察するため、現在どういった世

代が書籍の消費者として主になっているのかについて調

査研究を並行して行なった。 

４-４-１．書店の今後の形態 

 まず、TSUTAYA の事例研究を、川島蓉子が CCC の増田社

長との対談から書いた「TSUTAYA の謎」という著書[14]か

ら調査した。以下にその内容を示す。 

 CCC が目指しているのは、「世界一の企画会社」になる

ことである。本・音楽等のハードを使って企画を売る、

つまり、「生活提案」を行なうことを理念としている。中

でも、TSUTAYA という業態の役割は、「映画・音楽・本に

よって情報を提供することで、生活提案を行なう」こと

である。これは、増田社長が考える「消費社会の３段階

のステージ」に沿った考えから生み出されている。ファ

ーストステージは、「顧客がモノそのものに価値を感じて

いた」時代で、セカンドステージは、「顧客が、そこへ行

けば多くの商品の中から選べる“場所”」が求められる

「プラットフォームの時代」である。この時期に、ネッ

トの登場によって、プラットフォームは飛躍的に広がり

今に至る。そして、次のサードステージで消費者が求め

るものは、「提案力」ではないかと増田社長は考えた。

「消費者が編集権を持つ時代」に入り、消費者は自分で

情報を検索し、自分の好みで編集したコンテンツを創っ

ているが、モノが氾濫する現代で理想通りの編集をする
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のは困難である。そこで、一人一人の顧客にとって「価

値のあるものを探し出し、選んでレコメンデーションす

る＝提案力」これこそが求められると考えたのである。

こうした考えの基で、「リアル店舗で大量の商品を売る」

のが未来のビジネスとして成立しづらいのが明らかな状

況で、「リアル店舗という場で“生活”を提案」しようと

考えたのである。 

 このように、増田社長は、TSUTAYA や蔦屋書店を、本を

売る場としてではなく、本やその他のハードを使って

「生活提案」する場としている。実際に、生活提案を行

なっている例として、同著に「代官山 蔦屋書店」が挙げ

られていたので、紹介する。 

 増田社長は、「代官山 蔦屋書店」を訪れた人に、「時間

と空間を提供」しようと考えた。そこで、3棟ある建物の

間に散歩道をいくつか作り、外には看板も何も設置しな

いことで、何もない散歩道と開けた空という空間を作り

出し、そういった空間と時間を提供している。さらに、

この店では、「団塊世代（60 代後半～70 代前半）、特に、

知的好奇心が旺盛で文化度が高い人たち」をターゲット

にしている。その理由は、「人口動態を見ても明らかに人

数が見込める」「お金も時間もある」「若い頃に様々なカ

ルチャーに触れており、エンターテインメントに対する

欲求が上の世代よりも高い」からである。この世代へ生

活提案をするために、従来の書店のようにある程度同じ

系統の本ごとに分類するのではなく、旅・食・料理・人

文・文学・デザイン・建築・アート・車といったよう

に、ジャンルごとにゾーニングし、さらにその中で、単

行本や文庫本、専門書といった枠を超えて書籍を選んで

横断的に並べている。つまり、書籍の分類や見せ方によ

って使い手に生活提案しているのである。 

また、生活提案の例として、CCC の経営する「蔦屋家

電」も挙げられている。この店では、家電だけでなく、

家具や生活雑貨が共に置いてある。具体的には、「男の料

理」というテーマの所に、調理関連の家電と男のための

料理本が並べられ、そこにキッチンも設えられているの

である。つまり、自分の家の「理想のキッチン」がそこ

にあるような提案が成されているのである。 

以上のように、TSUTAYA は、「生活提案」という軸を基

に、「リアル店舗でしか味わえない空間を提供」したり、

「団塊世代という文化に積極的に触れる世代」に照準を

当てたり、従来の書店にはなかった「文化の分類ごとに

商品を陳列する」という新しい売り方を行ったりしてい

ることが分かった。この CCC の事例研究だけを見ても、

書店は今後、「本を購入する為の場所」ではなくなること

が考えられる。また、蔦屋家電のように専門店に本が並

べられるというケースは、スポーツショップにスポーツ

に纏わる本、カフェにビジネス書といったように、他の

分野でも様々な構造が考えられる。つまり、書籍または

書店は、文化ごとに専門性が高まっていくと考えられ

る。 

４-４-２．書店の今後のターゲット層 

 さらに、これまで行った TSUTAYA の事例研究と並行し

て、今後リアル書店に実際に足を運ぶのはどういった世

代が中心なのかを明らかにするため、どのような世代が

書籍の消費者の中心となっているのかを調査した。 

 図 8は、世帯主の年齢階級別に見た読書に関する 1世

帯当たりの年間支出平均額の 2019 年のデータをグラフ化

したものである。この図に示すように、年間支出平均額

が最も多いのは、15,450 円で 40～49 歳であった。そし

て、40 代から年齢が離れるごとにその金額は少なくなっ

ていることが分かった。 

 

図８．世帯主の年齢階級別読書に関する 1世帯当た

り年間支出平均額（2019）[15] 
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 また、図９は、世帯主の年齢階級別「電子書籍」への 1

世帯当たり年間支出平均額をグラフ化したものである。

この図では、39 歳以下のデータが合計されているため、

図 8のグラフの形と少し異なるが、図 8のグラフも 39 歳

以下でまとめると似たような形になる。図９が示すよう

に、電子書籍への支出は、年齢が上がるごとにその金額

は少なくなっていることが分かる。しかし、読書に関す

る支出の中で電子書籍が占める割合は、40～49 歳のデー

タを見ると、およそ 6.5％しかない。他の年代を見ても同

程度の割合が見られる。つまり、読書に関する支出額

は、そのほとんどが紙書籍への支出であることが分か

る。 

 

図９．世帯主の年齢階級別「電子書籍」への 1 世帯

当たり年間支出平均額（2017）[15] 

 

これらの調査結果から、読書に関する支出が最も多い

とされるのは中高年層であり、そのほとんどは紙書籍に

よる読書であることが分かった。前述したように、代官

山蔦屋書店は団塊世代（60 代後半～70 代前半）をターゲ

ットとし、それに沿った戦略を行っているが、書店が今

後ターゲット層を絞り直すとするならば、紙書籍を多く

消費している中高年層をターゲットとし、その年代に合

わせた雰囲気作りを行った方が、書店へ足を運ぶ人は増

えるのではないかと考えられる。 

4‐4‐3．書店の今後の役割についての考察 

 以上の事例研究と調査研究から、書店は現在、これま

での消費者の行動と将来、顧客が求めるであろうことを

予測し、それを基に店舗形態を変化させていることが分

かった。TSUTAYA のように、最も書店を利用している 40

代以上の中高年層をターゲットに設定し、その年齢に沿

った空間デザインや商品の陳列を行なうことや、増田社

長の考えからヒントを得て筆者が考えた、“書店を文芸

書、漫画、参考書などに分類して専門店化する、もしく

は、スポーツ、レジャー、食といった文化で分類して専

門店化すること”が今後起きていくのではないかと考え

た。そうすることで、それぞれの店舗に同種の客層が集

まるようになる。そして、一つの場所に似通った趣味・

志向の人が集まるということは、そこは必然的に「コミ

ュニティの場」として成り立つと言える。 

 以上のことから、書店は、「空間を味わう場所」、「コミ

ュニティとしての場所」という「場」を提供するツール

になると予測される。 

５．結論 

５－１．まとめ 

近年、ネット時代の到来により、電子書籍や通信販売

が普及している。電子書籍の台頭に対して、紙書籍は、

記憶力や理解度という点で勝るため、そういった系統の

書籍において一定の需要があることが分かった。また、

通信販売の台頭に対しては、実際にモノを見てから購入

を検討したいという知覚リスクの解消という観点からリ

アル店舗がゼロになることは無く、今後も存続していく

ということが分かった。 

続いて、書籍の今後の販売方法は、書店・電子書店・

通信販売の３チャネルを利用したオムニチャネル化を大

前提とした上で、書籍の分類ごとに力を入れるチャネル

を選択することが重要であることが分かった。記憶率と

理解度においては紙媒体が優位であるということから、

教養に関する書籍については紙書籍による書店・通信販

売に力を入れ、また、現在、電子書籍市場を独占してい

るコミックについては店舗に在庫は抱えず、電子書店で

の販売をメインに販売を行うことが有効であることが分

かった。 

これらの結果に加え、現在 TSUTAYA が行っている生活

提案を軸とした戦略や、年齢層別に見た書籍の消費率の

違いから、店舗形態は変化し、同種の人々が同じ店に集
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まるようになることが考えられた。それに伴い、書店は

今後、コミュニティの場としても確立されていくと結論

づけた。 

５－２．今後の課題 

本研究では、ネット時代の台頭に対して書店は今後も

存続していくことを明らかにした。また、生き残ってい

くための有効な戦略を考察し、さらに、書店にはどのよ

うな人が集まり、それに伴って、書店の役割はどのよう

に変化していくのかを予測した。 

本研究では、書籍の効果的な販売方法として、「チャネ

ルの使い分け」を提案したが、ここでは、文芸書・コミ

ック・学習系教材・ビジネス書についてしか考察してい

ないため、その他の分類の書籍についても検討する必要

がある。また、この販売方法を実際に実施することで、

どれだけの成果が得られるかを立証すことも必要であ

る。 

また、現在の書店業界の企業研究について、本研究で

は日本の書店業界トップの TSUTAYA を重点的に調査した

が、考えが偏った可能性も否めないので、今後更に、そ

の他の企業が行っている戦略も研究することで、書店の

雰囲気を整備するという本研究の考察の結果とは異なっ

た、今後の書店の在り方が得られる可能性も考えられ

る。 
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